
　

　本町の財政は、地方交付税や国県支出金に依存する比率が大きい状況であり、徹底した経費節減
や事務事業の見直しを実施しています。

　本町の自主的な収入である自主財源は23億9,526万円、前年度比２億7,351万円の増（12.9％増）
となりました。

　町税のうち個人町民税は３億279万円で前年度比152万円の増（0.5％増）、法人町民税は9,162万
円で前年度比2,162万円の減（19.1％減）となりました。

　町の借金である町債や町の貯金である基金の取崩しを極力抑制し、健全財政維持に努めていま
す。

　固定資産税は前年度比1,089万円の増（1.8％増）、軽自動車税は前年度比157万円の増（3.7％
増）、町たばこ税は前年度比590万円の増（8.9％増）、入湯税は前年度比169万円の増（44.8％
増）となり、町税全体では11億1,720万円で前年度比4万円の減（増減率なし）となりました。

　令和４年度の一般会計決算額は、歳入が83億9,585万円で前年度比7,604万円の増（0.9％増）、
歳出が78億9,754万円で前年度比１億6,025万円の増（2.1％増）となり、差引４億9,831万円を令和
５年度に繰り越しました。

　令和５年９月に開催された町議会定例会で、令和４年度一般会計、特別会計、病院会計の決算が
認定されました。

　決算は、一年間にどれだけの収入があり、どのように使われたのかを分類集計したものです。

　皆様が納めた税金や地方交付税、国県支出金などの使いみちと、町の財政状況をお知らせしま
す。

　一般会計決算額は、歳入歳出ともに過去の決算額の水準と比べて高く、最近でも令和２年度に続
く金額の規模となりました。新型コロナウイルス感染症の対応として新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（以下、「コロナ交付金」という。）を活用し、新型コロナウイルス感染症
の拡大防止を図る取組やコロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生
活者や事業者を支援するため、45件の事業を実施しました。

一般会計の決算状況

町税の内訳

歳入の増減要因

町税

11億1,720万

円 13.3%

繰越金

5憶8,252万円

6.9%
諸収入

1億5,175万円

1.8%

繰入金

2億3,867万

円 2.8%

その他

3億512万円

3.7%
地方交付税

36億8,945万円

43.9%

国県支出金

15億4,953万円

18.4%

町債

4億833万円

4.9%

地方消費税交付金

2億3,120万円

2.8%

地方譲与税

8,701万円

1.0%

その他

3,507万円

0.5%

自主

財源依存

財源

固定資産税

6億107万円

53.8%
町民税個人

3億279万円

27.1%

町民税法人

9,162万円

8.2%

町たばこ税

7,192万円

6.4%

軽自動車税

4,433万円

4.0%
入湯税

547万円

0.5%
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　その他の自主財源では、繰入金、繰越金が増加したことにより、自主財源全体では前年度比２億
7,351万円の増（12.9％増）となっています。

　国や県などの制度に影響を受ける依存財源は60億59万円で、前年度比１億9,747万円の減（3.2％
減）となりました。

　町の歳入で最も大きな割合を占める地方交付税のうち普通交付税は、地方自治体が妥当な水準の
行政を行うための経費（基準財政需要額）から町民税などの収入（基準財政収入額）を差し引いた
額が交付されます。

　地方交付税は、基準財政需要額が前年より減少し、基準財政収入額が増加したため、前年度比１
億4,009万円の減（3.7％減）となりました。

　国庫支出金、県支出金は、その年の普通建設事業や災害復旧の事業量により前年度比が大きく増
減します。国庫支出金は８億9,931万円で、コロナ交付金の増等により、前年度比9,158万円の増
（11.3％増）、県支出金は６億5,022万円で、災害復旧に関係した補助金が減となったことによ
り、前年度比１億2,999万円の減（16.7％減）となりました。

　歳出を目的別に見てみると、町道改良
舗装事業が増となったことから、土木費
が前年度比１億1,624万円増（18.3％増）
となり、増加額としては最も大きくなり
ました。

　新型コロナウイルス感染症に関連した
経済対策関連事業費が減となっことか
ら、商工費で8,399万円の減（19.5％減）
となり、減少額としては最も大きくなっ
ています。

　豪雨により発生した豪雨災害復旧事業
により、災害復旧費で1,979万円の増
（509.9％増）となり、増加率では最も大
きくなりました。

歳出の増減要因

民生費

16億8,105万円

21.3%

総務費

13億3,098万

円 16.9%

農林水産業費

10億3,201万円

13.1%

衛生費

8億1,812万円

10.4%

教育費

8億832万円

10.2%

土木費

7億5,018万円

9.5%

公債費

6億8,288万円

8.6%

消防費

3億4,652万円

4.4%

商工費

3億4,595万円

4.4%

その他

8,174万円

1.0%

災害復旧費

1,979万円

0.2%

目的別
歳 出

町税 11 億 1,724 万円 11 億 1,720 万円 万円 △ 0.0%
分担金負担金 5,049 万円 4,623 万円 万円 △ 8.4%
使用料手数料 4,032 万円 4,083 万円 51 万円 1.3%
財産収入 1,417 万円 1,309 万円 万円 △ 7.6%
寄付金 2 億 901 万円 2 億 497 万円 万円 △ 1.9%
繰入金 2 億 859 万円 2 億 3,867 万円 3,008 万円 14.4%
繰越金 3 億 1,119 万円 5 億 8,252 万円 2 億 7,133 万円 87.2%
諸収入 1 億 7,074 万円 1 億 5,175 万円 万円 △ 11.1%

小　計 21 億 2,175 万円 23 億 9,526 万円 2 億 7,351 万円 12.9%
地方譲与税 8,459 万円 8,701 万円 242 万円 2.9%
利子割交付金 56 万円 27 万円 △ 29 万円 △ 52.1%
配当割交付金 462 万円 389 万円 △ 72 万円 △ 15.7%
株式等譲渡所得割交付金 488 万円 271 万円 万円 △ 44.4%
地方消費税交付金 2 億 3,323 万円 2 億 3,120 万円 △ 203 万円 △ 0.9%
自動車取得税交付金 0 万円 0 万円 0 万円 -
地方特例交付金 2,248 万円 452 万円 △ 1,796 万円 △ 79.9%
地方交付税 38 億 2,954 万円 36 億 8,945 万円 △ 1 億 4,009 万円 △ 3.7%
交通安全対策交付金 70 万円 61 万円 万円 △ 13.4%
国庫支出金 8 億 773 万円 8 億 9,931 万円 9,158 万円 11.3%
県支出金 7 億 8,021 万円 6 億 5,022 万円 △ 1 億 2,999 万円 △ 16.7%
町債 4 億 1,141 万円 4 億 833 万円 △ 308 万円 △ 0.7%
環境性能割交付金 534 万円 528 万円 △ 7 万円 △ 1.2%
法人事業税交付金 1,277 万円 1,779 万円 502 万円 39.3%

小　計 61 億 9,806 万円 60 億 59 万円 △ 1 億 9,747 万円 △ 3.2%

83 億 1,981 万円 83 億 9,585 万円 7,604 万円 0.9%

依
存
財
源

合　計

△ 405

△ 9

項　　　　目

自
主
財
源

前年度比令和3年度 令和4年度

△ 425

△ 108

△ 4

△ 1,898

△ 217
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　歳出を性質別に見てみると、津南病院への補助金や十日町地域広域事務組合・津南地域衛生施設
組合などへの負担金である補助費の割合が高く、16億6,845万円で、前年度比7,464万円（4.7％
増）の増となり、他の項目と比較しても増加率は大きくないものの、全体に占める金額は最も大き
いものとなっています。

　人件費、扶助費、公債費は任意に節減でき
ない経費なので義務的経費と呼ばれ、この性
質の経費が占める比率が大きいほど財政構造
が硬直化すると言われています。

　２番目が職員の給与や各種手当、福利厚生費などの人件費の12億7,335万円で、前年度比4,820万
円の増（3.9％増）となっています。増減率は大きくありませんが、全体に占める金額は２番目に
大きいものとなっています。

３番目が国民健康保険や下水道事業などの特
別会計に一般会計から支出する繰出金は10億
5,843万円で、前年度比1,144万円の増
（1.1％増）となっています。

　積立金は、財政調整基金積立金の減、減債
基金積立金の減、農業振興基金積立金の減等
により３億1,607万円の減（42.9％減）と大
きく減額となりました。

（財政構造の硬直化）
財源のうち、固定的に毎年支払わなければな
らない費用が増大してしまい、新規に予算を
獲得することができない状態を言います。

補助費等

16億6,845万円

21.1%

人件費

12億7,335万円

16.1%
繰出金

10億5,843万円

13.4%

物件費

10億1,954万円

12.9%

普通建設事業費

7億5,161万円

9.5%

公債費

7億1,588万円

9.1%

扶助費

5億9,767万円

7.6%

積立金

4億2,023万円

5.3%

その他

3億7,848万円

4.8%

災害復旧費

1,390万円

0.2%

性質別

歳 出

議会費 8,269 万円 8,113 万円 △ 156 万円 △ 1.9%
総務費 13 億 8,852 万円 13 億 3,098 万円 △ 5,755 万円 △ 4.1%
民生費 17 億 4,266 万円 16 億 8,105 万円 △ 6,161 万円 △ 3.5%
衛生費 7 億 6,120 万円 8 億 1,812 万円 5,692 万円 7.5%
労働費 25 万円 61 万円 36 万円 145.8%
農林水産業費 9 億 7,360 万円 10 億 3,201 万円 5,841 万円 6.0%
商工費 4 億 2,993 万円 3 億 4,595 万円 △ 8,399 万円 △ 19.5%
土木費 6 億 3,395 万円 7 億 5,018 万円 1 億 1,624 万円 18.3%
消防費 3 億 1,983 万円 3 億 4,652 万円 2,668 万円 8.3%
教育費 7 億 6,730 万円 8 億 832 万円 4,102 万円 5.3%
災害復旧費 325 万円 1,979 万円 1,655 万円 509.9%

公債費 6 億 3,411 万円 6 億 8,288 万円 4,877 万円 7.7%

合　計 77 億 3,729 万円 78 億 9,754 万円 1 億 6,025 万円 2.1%

項　　　　目

目
的
別
歳
出

（
支
出

）

前年度比令和3年度 令和4年度

人件費 12 億 2,515 万円 12 億 7,335 万円 4,820 万円 3.9%
物件費 8 億 9,540 万円 10 億 1,954 万円 1 億 2,413 万円 13.9%
維持補修費 2 億 8,297 万円 2 億 8,651 万円 355 万円 1.3%
扶助費 6 億 6,322 万円 5 億 9,767 万円 △ 6,555 万円 △ 9.9%
補助費等 15 億 9,381 万円 16 億 6,845 万円 7,464 万円 4.7%
公債費 6 億 6,711 万円 7 億 1,588 万円 4,877 万円 7.3%
積立金 7 億 3,629 万円 4 億 2,023 万円 △ 3 億 1,607 万円 △ 42.9%
投資及び出資金・貸付金 9,586 万円 9,197 万円 △ 389 万円 △ 4.1%
繰出金 10 億 4,699 万円 10 億 5,843 万円 1,144 万円 1.1%
普通建設事業費 5 億 2,724 万円 7 億 5,161 万円 2 億 2,438 万円 42.6%
災害復旧事業費 325 万円 1,390 万円 1,065 万円 328.1%

合　計 77 億 3,729 万円 78 億 9,754 万円 1 億 6,025 万円 2.1%

性
質
別
歳
出

（
支
出

）

項　　　　目 令和3年度 令和4年度 前年度比
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　一般会計の歳出決算額を「町民一人当たりに使われたお金」として換算すると、一人当り89万
8,775円となります。

　目的別、大まかな事業別に区分すると下記の表になります。

町民一人当たりの経費

●議会費 議会活動に 8,113 万円 9,233 円

●総務費 広報・財産管理・他一般事務などに 10 億 551 万円 114,431 円

広域連携・交流・地域づくりなどに 1 億 7,230 万円 19,609 円

税金の賦課徴収に 6,197 万円 7,053 円

戸籍住民基本台帳管理に 5,412 万円 6,159 円

選挙・統計・監査等に 3,707 万円 4,219 円

●民生費 障害者等の社会福祉に 6 億 2,029 万円 70,591 円

保育所運営等のこどもの福祉に 5 億 2,535 万円 59,787 円

高齢者の福祉に 5 億 3,541 万円 60,933 円

●衛生費 健康づくり・検診・環境衛生などに 2 億 6,124 万円 29,731 円

ごみ・し尿の処理に 1 億 3,864 万円 15,777 円

簡易水道施設費の償還などに 2,489 万円 2,832 円

津南病院の整備などに 3 億 9,336 万円 44,766 円

●労働費 勤労者の福利・雇用創出に 61 万円 70 円

●農林水産業費 農業委員会・農業振興などに 9 億 6,702 万円 110,051 円

林業振興・林道整備などに 6,499 万円 7,396 円

●商工費 商工の振興に 1 億 9,784 万円 22,515 円

観光の振興に 1 億 4,811 万円 16,856 円

●土木費 道路橋梁の整備・維持管理に 2 億 1,133 万円 24,050 円

道路除雪に 2 億 6,089 万円 29,691 円

河川の管理に 81 万円 92 円

下水道整備に 2 億 5,581 万円 29,112 円

町営住宅の建設・管理に 2,134 万円 2,429 円

●消防費 広域消防・防災・災害対策に 3 億 4,652 万円 39,435 円

●教育費 教育委員会事務・教員住宅管理などに 1 億 364 万円 11,795 円

小学校教育に 1 億 8,752 万円 21,340 円

中学校教育に 1 億 3,616 万円 15,496 円

生涯学習・公民館活動・文化財などに 3 億 915 万円 35,183 円

スポーツの振興に 7,185 万円 8,177 円

●災害復旧費 災害の復旧に 1,979 万円 2,252 円

●公債費 町の借入金（町債）の償還に 6 億 8,288 万円 77,715 円

 　町民一人当たりに使われたお金は
　　　※令和5年3月31日現在の人口8,787人で換算

項目別１人
当りの金額89万8,775円
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　基金には預金と中沢山の山林がありま
す。預金である基金は財政調整のための
基金のほか、地域経済活性化や地域福祉
など、事業の目的ごとに設置されてお
り、21種類の基金があります。

　町の財産には役場庁舎や学校・保育園
など土地・建物の不動産のほか、山林の
立木、町内６箇所の温泉権、株券などの
有価証券や貸付金・出資金などによる権
利、貯金である基金、車両や事務機器な
どの備品があります。

　令和４年度は、財政調整基金へ２億
1,671万円の積立てなどにより基金総額で
前年比１億9,478万円増の29億4,479万円
となりました。

　町債とは、町が事業を行うときに、歳
入不足を補うため借り入れる長期間の借
金です。

　町債の元利償還金については、災害復
旧のための借金が95％、過疎対策のため
の借金が70％、下水道整備のための借金
が50％などと種類により率は異なります
が、後年度に地方交付税として措置され
ます。

　特別会計は、それぞれの会計で独立採算が原則です。

　町の全会計の令和４年度末町債残高は
102億5,394万円で、前年度比６億3,728万
円の減（5.9%減）となり、町民一人当た
りに換算すると約117万円になります。

　必要な財源は、保険料や使用料などの歳入で確保しなければなりませんが、厳しい財政状況に
あっても、基本的なサービス水準を維持するために、一般会計から財源を繰り出ししています。

　簡易水道、下水道、農業集落排水の特別会計には主に交付税措置された起債償還分を繰り出しし
ています。毎年の建設事業の量により大きく増減する会計です。

　また、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険の特別会計と病院事業会計は、法律や制度改正
の影響を大きく受ける会計です。

財 産 の 状 況

町債（借 金） の 状 況

特別会計の状況

対前年度比

㎡ 0.0%

㎡ △ 0.2%

面 積 ㎡ 0.0%

立 木 ㎥ 0.0%

件 0.0%

万円 0.0%

2 億 4,658 万円 △ 0.2%

1 億 8,682 万円 △ 1.2%

山 林 面 積 ㎡ 0.0%

山 林 立 木 ㎥ 0.0%

預 金 29 億 4,479 万円 7.1%

-車両・事務機器等

26,410
基
金

備 品

5,985

702,137

区　　　分

土 地

建 物

山
林

物 権 （ 温 泉 権 ）

現　在　高

4,988,332

128,811

2,041,755

16,396

6

出 資 に よ る 権 利

有 価 証 券

貸 付 金

町の財産

対前年度比

62 億 7,461 万円 △ 3.9%

4 億 4,425 万円 △ 4.5%

22 億 2,329 万円 △ 8.3%

12 億 4,326 万円 △ 12.9%

6,853 万円 58.7%

102 億 5,394 万円 △ 5.9%

現　在　高

下 水 道 事 業
特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業
特 別 会 計

津 南 病 院
事 業 会 計

合　　　計

会　　　計

簡 易 水 道
特 別 会 計

一 般 会 計

町の借金

対前年度比 対前年度比

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 9 億 1,952 万円 2.0% 8 億 9,653 万円 1.9%

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1 億 3,094 万円 △ 0.1% 1 億 2,703 万円 △ 0.7%

介 護 保 険 特 別 会 計 18 億 4,854 万円 3.6% 17 億 2,728 万円 △ 0.1%

簡 易 水 道 特 別 会 計 1 億 4,008 万円 0.9% 1 億 2,671 万円 △ 1.9%

下 水 道 事 業 特 別 会 計 4 億 3,232 万円 △ 40.7% 3 億 9,396 万円 △ 44.4%

農業集落排水事業特別会計 3 億 1,617 万円 3.1% 3 億 341 万円 2.7%

津 南 病 院 事 業 会 計 13 億 5,773 万円 2.9% 13 億 5,125 万円 3.0%

合　　　　　　　計 51 億 4,530 万円 △ 3.1% 49 億 2,617 万円 △ 4.9%

会　　　計　　　別 歳　　入 歳　　出

特別会計歳入歳出決算額
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　連結実質赤字比率は、全会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模に
対する割合です。

　本町は連結して全会計の合計も黒字となっているため、指標は「なし」となっています。

　つまり、黒字か赤字かを判断する指標です。

　本町は黒字のため指標は「なし」となっています。

　国・地方とも厳しい財政状況が続いていますが、財政悪化を可能な限り早く把握し、財政改善に
着手させるなどを目的として、平成19年に自治体財政健全化法が施行されました。

　その法律で早期健全化基準と財政再生基準が定義され、２つの基準との比較で、自治体の財政状
況をチェックします。

　早期健全化基準を超えると財政健全化計画、財政再生基準を超えると財政再生計画の策定をしな
くてはならず、さまざまな強制力や総務大臣の関与が法定されています。

　実質赤字比率とは、一般会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模に
対する割合です。

財 政 状 況

実質赤字比率

連結実質赤字比率

うち臨時財政対策
債発行可能額

津 南 町
早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

- 15.0％ 20.0％

- 20.0％ 30.0％

11.1％ 25.0％ 35.0％

27.8％ 350.0％

令和４年度津南町健全化判断比率の状況

３ 実 質 公 債 費 比 率

４ 将 来 負 担 比 率

標 準 財 政 規 模 ４，８２８，６１０千円

４８，４３０千円

１ 実 質 赤 字 比 率

２ 連 結 実 質 赤 字 比 率

町税や地方交付税など、自
治体の一般財源の標準規模
を示すもので、定められた計
算方式により算出された数値
です。
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　実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率の４つの指標を「健全化判断
比率」と呼びます。

　「病院会計」は、町から運営費を３億6,966万円補助することにより、令和４年度も資金不足比
率は「なし」となっています。

　「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」の特別会計は黒字のため、資金不足比率は「なし」と
なりました。

　連結実質赤字比率では全会計を合計しましたが、資金不足比率は公営企業ごとの資金不足額（赤
字額）の事業規模に占める割合を算出します。

　公営企業とは、本町の会計では「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」の特別会計と「病院会
計」の４つの会計が対象になります。

　自治体財政健全化法では、これら健全化判断比率とは別に公営企業の経営健全化について定めて
います。

　本町の将来負担比率は「27.8％」であり、県内市町村平均値より低い値になっております。

　この合計額から、貯金である基金現在高や町債現在高に係る交付税措置予定額などを差し引いて
実質的な将来負担を算出します。

　背負っている将来負担には、町債現在高（全会計の現在高のほか、一部事務組合の借金のうち津
南町の持分の現在高を含む）や将来の支出が決まっている経費（国営苗場山麓第二地区町負担金な
ど）、町職員がいっせいに退職したと仮定した場合の退職金（退職手当引当金相当額）などを合計
します。

　将来負担比率とは、背負っている借金等将来負担の標準財政規模に対する割合を指標としていま
す。

　本町の実質公債費比率は「11.1％」であり、令和４年度決算では県内市町村平均値よりやや高い
値になっております。

　町債の元利償還金にはその種類により交付税措置があるため、実質の公債費と標準財政規模から
交付税措置相当分を差し引いて計算します。

　これらを実質的に公債費ととらえ、標準財政規模に対する割合を指標としています。

　また、消防（十日町地域広域事務組合）や清掃（津南地域衛生施設組合）など一部事務組合の会
計でも元利償還金があり、町が相当分の負担金を支出しています。

　公債費とは、町債（借金）の元利償還金であり、一般会計のほか簡易水道・下水道・農業集落排
水の特別会計、病院会計にもあります。

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率
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